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研究成果の概要（和文）：岐阜県北部における大規模な別荘地の実態を明らかにすることが、本研究の目的であ
る。まずは、別荘地における基本的情報を収集し整理した。そして、別荘地面積が100haを超える大規模な別荘
地が複数存在することや、面積の割に建設された建物数が少ない別荘地があること、各別荘地における植生の構
成比を、具体的に明らかにした。また、別荘地面積、建物数、建物密度、投影面積、傾斜角、標高からなる類型
と、植生の構成比による類型とを組み合わせる方法を示した。その方法によって、対象とする20ヶ所の別荘地
は、最終的には9つのカテゴリーに分類され、それぞれの別荘地の特徴が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the actual situation of villa areas 
in northern Gifu Prefecture. First, basic information on villa areas was collected and organised. 
Then, the existence of several large villa areas larger than 100 ha, the existence of villa areas 
with a small number of buildings compared to each area, and the composition ratio of vegetation in 
each villa area were specifically clarified. A method was also presented to combine the typology 
based on villa area, number of buildings, building density, projected area, slope angle and altitude
 with the typology based on vegetation composition ratio. Using this method, the 20 target villa 
areas were finally classified into nine categories.

研究分野： 建築・都市計画
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
岐阜県北部において、大規模な別荘地が存在するということは漠然とは知られていながらも、その全体像、各別
荘地内に建つ建物の数、別荘地の地形に関する特徴は、具体的には示されてこなかった。また、別荘地は基本的
には民間の開発地であるため、行政の施策の対象とされることもなかった。本研究はそうした状況を動かすきっ
かけとなると考えている。中山間地域における別荘地のあり方を再考することで、地域にとっては、雇用・産業
の創出、関係人口の増加などの新たな展開が見出せるとも考えられる。また、社会全体にとっては、多拠点居住
を含めた豊かなライフスタイルの創造の一端に寄与する事ができるとも考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
岐阜県北部(高山市、郡上市、飛騨市)には高度経済成長期以降に開発された大規模な別荘地が

多数ある。開発されてから約 50 年を超えたそれらの別荘地には、建物の耐用年数や、耐震性、
空き家増加等の潜在的な問題が存在すると考えられるが、その実態は明らかにされていない。ま
た、別荘地の多くは民間事業であるため、行政が積極的に関与するという事も見受けられない。
一般的に中山間地域の別荘地の利用者は、多くの場合はその近隣には居住していない。しかし、
建物、道路などのインフラがあり、地域外の人が訪れる場である。別荘地を中山間地域に存在す
る既存のストックとして捉え、積極的に地域づくりに活用する方法を検討する必要がある。 

 
 

２．研究の目的 
本研究は、岐阜県北部の大規模な別荘地を対象とし、開発された時期、規模、地形、建物、植

生といった基礎的な情報を取得し整理することで、各別荘地の実態と、相対的な位置付けを明ら
かにすることを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 対象である郡上市、高山市、飛騨市の市役所へのヒアリングのほか Web サイトおよび刊行物か
ら別荘地を抽出する。そして、各別荘地の、土地や建物に関わる開発的要素（開発開始時期、別
荘地範囲、別荘地面積、建物数、建物密度、建物の投影面積）、地形的要素（標高、傾斜角度、
傾斜方向）ならびに自然的要素（植生調査による植生区分）という大きく 3 つの観点について、
調査及び分析を行う。そして、各別荘地の特徴を記述するとともに、類型化を試みる。 
 
 
４．研究成果 
(1)別荘地の抽出 
 一次調査にて、岐阜県北部の 3市内に約 40ヶ所の別荘地を確認した。現地の確認ができない
ものや情報が不足しているものを除外し、エリア面積が 10ha 以上または区画数が 100 区画以上
であった 20 ヶ所の別荘地を抽出した。それらを対象として具体的な調査、分析を進めた。 
 
(2)別荘地範囲の設定 
別荘地は山地にあり、現地にて範囲を特定する事は容易ではない。また、規模が大きいため、

地積測量図を取得しつなぎあわせる事も、現実的ではない。しかし、一般的には別荘地には、別
荘地内の道路と区画が示された案内図があり、多くの場合はそこに別荘地の外周が示される。そ
こで、別荘地の案内図を GIS 上で地図データに重ね合わせ、別荘地の外周に相当する部分を GIS
上でトレースし、別荘地範囲を示す図形を作成した。案内図は、正確なスケールを持っていない
場合もあるため、必要に応じて土地の所在地図や地積測量図と比較し、極端に歪められていない
事を確認しながら行った。そして、20 ヶ所の別荘地を比較し分析するための別荘地範囲を設定
することができた。それによって、各別荘地の形体や面積を比較することができるようになった。
また、岐阜県北部には別荘地面積が 100ha を超える特に大きな別荘地が 3 ヶ所あることも明ら
かになった。 
 

(3)別荘地の開発時期の特定 
 別荘地が山野の開発であるため、開発着手がされた時期を特定する事が難しい一方で、一般的
に別荘地を開発する際には、事業者は計画地の土地を取得し、道路などのインフラや分譲する区
画の整備を行い、土地の分筆を行ってから販売を行うものと考えられる。また、時期を分け段階
的に開発を行っていることもある。そこで、過去の航空写真を確認し、別荘地の中で初期に開発
がなされた部分の土地が、法人によって分筆がされた年を、その別荘地の事業開始時期とした。
各別荘地の不動産登記情報を入手し、その表題部と権利部(甲区)を確認することで、事業開始時
期を特定することができた。対象とする別荘地の多くは、その事業開始時期が 1970 年前後であ
ることが明らかになった。 
 
(4)各別荘地の開発的要素、地形的要素、自然的要素の集計 
 開発的要素、地形的要素、自然要素の各種指標をとりまとめ、各別荘地の特徴を把握した。20
ヶ所の別荘地における建物数の合計は約 4,000 戸であり、今回設定した別荘地面積の合計は
1,000ha を超えるというように、具体的な全体像を示すことができた。 
 今後の別荘地のあり方を検討する際には、各別荘地が持つポテンシャルを意識することが重
要であると考える。各指標を数値化し各別荘地の特徴を示したことで、別荘地事業者や、別荘地
を有する自治体がこれからの別荘地を考える上での客観的データを提示できたと考える。 



(5)開発的要素、地形的要素を用いた別荘地類型 
 各別荘地における 6 つの項目(別荘地面積、建物数、建物密度、投影面積、傾斜角、標高)によ
る階層クラスター分析を行った。融合距離 6 と 7 の間における 6 つのグループを別荘地類型と
し、類型Ⅰ、類型Ⅱ、類型Ⅲ、類型Ⅳ、類型Ⅴ、類型Ⅵとした。 
 類型Ⅰは、別荘地面積が小さく、建物数が少なく、傾斜角が緩い別荘地のグループである。類
型Ⅱは、別荘地面積が大きく、建物数が多く、建物密度が大きいグループである。類型Ⅴは、傾
斜角が大きい別荘地のグループである。類型Ⅲには別荘地 I のみが、類型Ⅳには別荘地 P のみ
が、類型Ⅵには別荘地 B のみが分類された。別荘地 I の特徴は建物の投影面積が大きい事であ
る。別荘地 P の特徴は別荘地の面積が大きく、かつ建物数も多い事である。別荘地 B の特徴は
標高が高い事である。それらは、それぞれ他の別荘地よりも顕著な値を持つため、別荘地単独で
ひとつの類型となったものだと考えられる。 
 
(6)自然的要素(植生調査による植生区分)の集計による植生類型 
 植生調査の結果を、景観の違いに影響を与えると考えられる本研究用の区分で集計した。落葉
針葉樹、常緑針葉樹、落葉広葉樹、草本低木、市街地、水域に分け集計すると、対象とする別荘
地全体では、落葉広葉樹の面積が大きいことが明らかになった。 
 さらにそれらを別荘地ごとに集計し、各別荘地における構成比による階層クラスター分析を
行った。融合距離 7と 11の間における 4つのグループを植生類型とした。その４つは、落葉広
葉樹の構成比が 50%を超える「落葉広葉樹型」、常緑針葉樹の構成比が 50%を超える「常緑針葉樹
型」のほか、「草本低木型」と「混在型」である。 
 
(7)組み合わせ類型 
 別荘地類型と植生類型を組み合わせた類型を示した。９つとなった各類型の特徴は、次のとお
りである。類型ⅠaⅢaは、別荘地面積が小さく、建物数が少なく、傾斜角が緩く、植生では落葉
広葉樹の割合が高い。類型ⅡaⅣaは、別荘地面積が大きく、建物数が多く、建物密度が大きく、
植生では落葉広葉樹の割合が高い。類型ⅤaⅥa は、傾斜角が大きく、植生では落葉広葉樹の割
合が高い。類型Ⅰbは、別荘地面積が小さく、建物数が少なく、傾斜角が緩く、植生では常緑針
葉樹の割合が高い。類型Ⅴb は、傾斜角が大きく、植生では常緑針葉樹の割合が高い。類型Ⅰc
は、別荘地面積が小さく、建物数が少なく、傾斜角が緩く、植生は混在している。類型Ⅱc は、
別荘地面積が大きく、建物数が多く、建物密度が大きく、植生は混在している。類型Ⅴcは、傾
斜角が大きく植生は混在している。類型Ⅰdは、別荘地面積が小さく、建物数が少なく、傾斜角
が緩く、植生では草本低木の割合が高い。 
 このような総合的な類型化によって、別荘地を抱える自治体の政策立案や、事業者の相互連携
に際し、比較検討のための基礎的情報を提示した。一方で、数値的な類型化にとどまっており、
現地の状況と照らし合わせた裏付けや、周辺の自治体との関係性については、今後の課題で
あると考える。 
 
 

以上   
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